
　　　　　　　　　　　　　第２期一関市成年後見制度利用促進計画（案）の概要

国の第二期成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ、地域共生社会の実現に
向け、市民一人ひとりが尊厳のある本人らしい生活を継続できるよう、その実現に
向かって取り組むべき施策を明らかにするため、第２期一関市成年後見制度利用
促進計画を策定するものです。＜計画期間：令和６年度～８年度＞

基本理念

２．計画策定の趣旨

４－２．知的障がい者と精神障がい者の状況

４－１．年齢３区分別人口の推計と認知症高齢者の人口推計

４．当市の現状と課題

１．成年後見制度とは

認知症や知的障がい、精神障がい等により判断能力が十分で
ない人を法律的に支える制度で、本人に代わって財産の管理や
契約行為を行うなど、その人の権利を守り、生活を支援するため
の制度です。本人の判断能力の程度などに応じて、「後見」「保
佐」「補助」の３つに分かれます。

〇制度の広報、普及啓発の推進
・ 本人を含めた地域住民等、支援に関わる関係者、専門職等が権利擁護の必要性に関する情報や、成年後見制度について理解を深めていくために周知、啓発活動を推進します。
なお、高齢者や障がい者など情報を得ることが困難な人に対しては、相手方の心身の状況等を踏まえ、周知・啓発活動を行います。
・ 講演会・出前講座などの開催にあたっては、制度に対する関心を高めて参加するきっかけを作るため、働きかけの手法の検討や制度の周知に取組みます。当市は広大な面積
を持つことから、地域の身近な場所での啓発活動を実施します。

〇相談窓口の機能強化
・ 住民や関係機関等へ、相談窓口（一次相談窓口、成年後見支援センター）の周知、広報を行います。一次相談窓口については、地域共生社会の観点から、高齢者、障がい者

の区分で対応にばらつきが生じないよう、支援対応の平準化を図ります。
・ 成年後見支援センターは、当面の間は一次相談窓口と一体的に相談業務にあたり、相談に係る知識や情報、ノウハウなどを集約・蓄積することで、二次相談窓口としての専門
性の向上に取り組みます。
・ 成年後見支援センターは、一次相談窓口で抱える課題等や成年後見制度のニーズに関する情報収集に努めます。 また、一次相談窓口と成年後見支援センターの連携を強化し、
相談体制を確立させます。

〇必要な制度の利用・移行促進

・ 制度の利用の必要性については、多角的な視点からの検討が重要となるため、チームによる検討を基本としつつ、その検討に客観性・専門性が確保されるよう支援を行います。

・ 事務調整会議を定期的に実施し、日常生活自立支援事業の利用者のうち、成年後見制度への移行が必要と認められる人への移行調整を行います。

〇申立て手続きの支援体制の整備

・ 一次相談窓口において、申立て支援が適切かつ円滑に行えるよう、具体的な研修会を開催し、相談・申立てに関する対応能力の向上を図ります。

・ 成年後見制度の利用が必要であるにもかかわらず身寄りがいない場合などは老人福祉法に基づき市長申立てを行います。

〇権利擁護を支える地域づくり

・ 社会福祉法人を中心とした法人後見の実施に向けて、検討を行います。利益相反を防止するため、市内で２法人以上が実施できるような仕組みづくりを構築します。

・ 地域住民向け研修会を通して、成年後見制度を「我が事」として考える機会をつくるとともに、地域における身近な存在として、後見等事務を進めていくことができる市民後見人

の育成や活動に向けた取組みを進めます。

・ 適切な後見人候補推薦のため、受任調整のための仕組みづくりを検討します。後見人候補者の的確な推薦ができるよう、日頃から家庭裁判所との連携体制を整えます。

・ 低所得であっても制度を安心して利用できるよう、制度を利用するため費用の助成を支援するとともに、周知を行います。

〇成年後見人等の支援体制の確保

・ 成年後見人等からの相談に応じ、必要に応じて家庭裁判所と情報を共有します。

・ 成年後見人等が選任されても、チームとしての継続支援の体制が確保される仕組みづくりを

促進するとともに、関係者や家庭裁判所との連携を強化します。

〇権利擁護支援の地域連携ネットワークと中核機関の整備
・ 一関地方権利擁護連携推進協議会及び中核機関については、令和６年度中に設置します。
・ 司法や福祉などの関係機関を協議会の構成員とし、地域課題の検討・調整・解決などを行います。
また、行政や関係機関が一体となり、地域連携ネットワークを構築します。

〇意思決定支援を円滑に行う体制づくり
・ 本人の意思で行うことが可能な任意後見制度について、制度の周知と活用について充実を図ります。

・ 意思決定支援に関する講演会等を実施し、可能な限り本人自ら意思決定できるよう支援します。
・ 終活などの将来に向けた備えや、意思決定支援のため、「人生会議」等の取組み・活用について、
関係機関と連携し、検討します。

この計画は、市の成年後見成制度の利用の促進に関する施策について定めるものです。

一関市総合計画を最上位計画とし、各福祉分野における個別計画に共通する考え方を横断的、体

系的に示した一関市地域福祉計画の理念のもとに、一関市高齢者福祉計画及び一関市障がい者福

祉計画の補完版として策定するものです。

３．計画の位置づけ

支援体制

相談機能

４－３．成年後見制度と日常生活自立支援事業の利用状況 （R４年12月末時点）

⇒ 当市の成年後見制度の利用者数のうち、後見については全国と比較し利用者の割合は

高くなっていますが、全区分の合計で比較すると全国よりやや低率になっています。

日常生活自立支援事業の利用者数は、全国とほぼ同率になっています。

５．施策の展開

広報啓発

※日常生活自立支援事業

…判断能力が不十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、

日常的な金銭管理や福祉サービスの利用援助等を行うもの。実施主体は、社会福祉協議会であ

り、本事業の契約内容を判断し得る能力を有していると認められる方が利用することができる。

■権利擁護地域連携ネットワークの全体像


